
□ 森林計画制度について

森林は、一度荒廃すれば長期にわたりその機能が損なわれることから、総合的・長期的な視点
に立ち、適切に管理・育成する必要があります。そのため、森林法に基づく森林計画制度が設け
られています。

また、森林の恵みは広域に及ぶ一方で、管理・育成は個々の森林の現況に応じて実施する必要
があるため、森林計画制度は、国・県・市町村・森林所有者等相互に整合を図る体系となってい
ます。

地域森林計画とは
森林法第５条に基づき、全国森林計画に即して、知事が各森林計画区の民有林について５

年毎に１０年を１期としてたてる計画で、地域に応じた森林整備の目標等を明らかにすると
ともに、各市町村が定める市町村森林整備計画の指針となるものです。

が策定政府
「森林・林業基本計画」<森林・林業基本法第11条第1項>

おおむね5年毎に変更
森林の有する多面的機能の発揮、林業の持続的かつ健全な発展、

林産物の供給及び利用の確保の実現に向け、それぞれの目標を設定 平成28年5月24日策定
し、関連施策を示しています。

即して が策定※１ 農林水産大臣

「全国森林計画」 「森林整備保全事業計画」 5年毎の15カ年計画
<森林法第4条第1項> （平成26年5月30日策定）

<森林法第4条第5項> 平成30年10月16日樹立
（全国44広域流域） （森林整備事業、治山事業に関する

5年間の事業計画）

※１即して
が策定①都道府県知事

①「地域森林計画」 （調整） ②「国有林の地域別の が策定②森林管理局長
<森林法第5条> 森林計画」

（全国158森林計画区） 連絡調整会議 <森林法第7条の2> 5年毎の10カ年計画
意見聴取

〈森林法第6条第3項及び第7条の2第5項〉

適合して が策定※２ 市町村長
<森林法第10条の5第4項>

「市町村森林整備計画」 市町村森林整備計画は、地 5年毎の10カ年計画
<森林法第10条の5> 域森林計画に適合したもの

とします。

森林所有者又は森林所適合して※２

有者から森林の経営の<森林法第11条第5項第3号>
「森林経営計画」 市町村森林整備計画の内容 が作成委託を受けた者
<森林法第11条> に照らして適当であると認 市町村長が認定

められることが必要です。 5カ年計画

※１ 即して：基本的に一致しなければならない。※２ 適合して：ある程度幅を持って判断する。


